
住まい支援の連携強化ための連絡協議会 〔ちんたい協会：家主の全国団体〕 
2020年8月3日（月） 15：00～17：00   

住宅確保要配慮者を民間賃貸住宅へ迎え入れるための必要な施策＝家主の困りごとを解決すること 

高齢者 

低額所得者 

障害者 

ひとり親世帯 

被災者 

外国人 

その他 

住宅確保要配慮者 

身
寄
り
の
な
い
方
＝
法
定
相
続
人
の
い
な
い
方 

【居住者の権利関係】 
 

・遺留品の相続権 
・賃借権 

【居住者の負の遺産】 
 

・孤独死による賃貸 
 住宅の事故物件化 
・事故物件化による 
 告知義務の存在 
・改修工事期間中の 
 家賃収入のロス 
・告知義務期間中及  
 び家賃減額のロス 

・契約形態（普通・定期・終身）を 
 終身賃貸借契約とした場合、 
 死亡時に契約が終了し、「賃借 
 権」はなくなるものの、「遺留品 
 の相続権」は残る。 

・居住者が孤独死した場合、原状 
 回復費用や未収家賃等を精算  
 するのは、法定相続人。 
・また、家主が経営リスクをヘッジ 
 するために加入した損害保険も 
 利用されている。 
・被害額が、すべて保証金や保険 
 金等で補えれば良いが補えない  
 場合は家主の負担。 
・このような理由により、家主に 
 とっては、身寄りのない高齢者 
 等を快く迎え入れることは困難 
 である。 
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住まい支援の連携強化ための連絡協議会 〔ちんたい協会：家主の全国団体〕 
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ちんたい協会のガイド
ブックと無料電話相談 

第四回孤独死現状レポートより一部抜粋〔2019年5月17日(一社)日本少額短期保険協会孤独死対策委員会〕 


